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－」 目的

1
事故が起きている福島第一原子力発電所においては､今後
新たな事象が発生して不測の事態に至る恐れがないとは

言えない。

この資料はこの不測の事態の概略の姿を示すものである。 ノ

資料の構成
■想定する新たな事象

■それぞれの事象の未然防止策､連鎖防止策

不測の事態:事象の簿鎖
富

（
｜
側

緊急時対策の範囲

土壌汚染

海洋汚染

■

■

■
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想定する新たな事象

事象の発生施設

1号炉 ’2号炉 3号炉 4号炉
共用
プール

5号炉 6号炉
．．

原子炉 ○ ○ ○ ■■■■■■■■ ー ○ ○

料
U

諏糎

○ ○ ○ ○
、

○ ○

事象の内容

○原子炉

・炉心損傷に伴って水蒸気爆発が発生し､放射性物質を放出

－一水素爆発によ重'工冷却蕊朧述失われ､_過温破損_一

・冷却機能が失われ､過温｡過圧破損

○使用済燃料プール

・冷却不足に伴うギャップ放射能*'放出の開始。
メルトダウン後､溶融炉心とコンクリート相互作用により床コンク'ﾉー ﾄが
抜けて､．'ノウム*2が下層階に落下していく過程

*1:燃料と被覆管のギャップに内包された放射性物質(希ガスなど）
*2:溶融燃料､溶融被覆管､コンクリートなどの混合体 3



発と過温破損

’圧力容器下部への移行炉心溶融
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号

■
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凸
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■
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｡Zr+水反応

･水の放射分解

水温が高いうえ､ウランの
化学形態(微細化する)によ

り､爆発に至る可能性は小
さい。

格納容器内水蒸気爆発天

’溶融炉心とコンタリートとの反応

！
圧力･温度上昇によ
る格納容器破損

(放射性物質放出）‐

4



一

A

『

|藤窯｜’
原子炉建屋に

水素漏えい*＊ 格

原子炉圧力容器又は

納容器内に水素が滞留

建屋_t部かlh漏出

垂==‐水素嬢発無一一

**:原子炉建屋の気密性が保たれて
いると1,3号機の様に建屋が爆発

格納容器温度低下

水素爆発による

格納容器破損
(放射性物質放出〉

ジ

炉心への過剰注水に

よる蒸気凝縮

スチームイナート

効果の低下＊

*:蒸気雰囲気中だと､水素爆発は
発生しにくい

・水素爆発の発生可能性を低減す
るため､格納容器温度を下げすぎ

－－ない畠とが重要。
● また､格納容器内のガスを窒素に

置換するこ造に生吹発生可能性を
なくすことが可能。
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一■■事象連鎖の防止策と効果(君）
劃－

1
たな事象が発生した場合に1〆～4号機に事象が連鎖することを防止するため、
めとることが効果的な策

予めとることが効果的な策

早急な炉心冷却機能の回復
、／ヒートシンクの回復(代替海水ポンプなど）

、／注水手段の多様化
淡水注入への切替えと水源確保*’
注水した汚染海水の排水と処理

●

原子炉側

●
●

淡水注入への切替えと水源確保*’

作業員のアクセス性確保(被ばく低減対策含む)と遠隔操作可能な
注水設備の設置蓬
注水手段の多重化

●
●

使用済燃料プール側

●

*1:必要注水量:1号機原子炉約4ton/h.
2号機原子炉約6ton/h
3号機原子炉約6ton/h原子炉側合計

1～4号機プール､合計160ton/B(実績）

16ton/h=3841Dn/B

合計約560ton/日以上
*Z:不測の事態が水素爆発による場合、原子炉の炉心が大気に晒され､オンサイトの線量条件は極めて厳し<(1Sv/hr)、

ヘリコプターによる投入はほぼ不可能。

予め『キリン｣を各号機に配置して､不測の事態に備える必要がある。(防衛省､消防庁の協力が必要）

口上記の策を講じても､事象の進展が収まらない場合の最終手段として､「砂と水の混合物による
遮へい｣が最も有効(必要量1100トン/基）
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_L事象連鎖の防止策と効果(2)
0

－－－

ロ
一

匂～4号機で新たな事象が発生した際に､5，6号機に事象が連鎖することを、
防止するため､作業員が退避する際にとるべき策及び予めとることが効果的な｜

蕊は､下記のとおりである。 ノ

対策 効果
ロ ロ■

機器ウェルの水張り＋プールとの

ゲート開(プールの冷却材保有量

増加十格納容器上部の外部から
の冷却）

原子炉圧力容器の圧力逃がし安
全弁の開操作

海水冷却系の多重化

プラント監視の遠隔化とアクセス

手段の確保

(遮へい機能を備えた移動
車両等の確保）

外部電源喪失または機器の故障がなければ､健全
性は継続。

なお､外部電源喪失または機器の故障があった場

合でも機器ウェルの水張り策により､半月程度*の
健全性の延長が可能。

●

退避時の策

⑨

*使用済燃料プールからの放出を約1ケ月から約1.5ヶ月に延長できる。

●
●

予めとることが

効果的な策
軽微な機器の故障を検知できご故障機器の修復が
可能。

福島第二原子力発電所においては､高線量下においても運転員が発電所内へアクセス可能なよう
に準備しておくことで､波及を防止できる。
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■
一

①発生のリスクが比較的高い1号機の原子炉容器内或いは格納
容器内で水素爆発が発生し､放射性物質放出。1号機は注水
不能となり､格納容器破損に進展

②線量上昇により､作業員総退避。

③2,3号機原子炉への注水／冷却不能､4号使用済燃料プール
ヘの注水不能

④4号使用済燃料プールの燃料が露出し､燃料破損､溶融｡その
後檸溶融した燃料と．

射性物質紋出万一(次頁

ンクリートの相互反応(MFCI)に至り、放

に使用済燃料プールの破損進展を示す）

⑤2,3号機の格納容器破損し､放射性物質放出。

⑥1，2，3号機の使用済燃料プールの燃料破損､溶融。
その後､MFCIに至り､放射性物質放出。
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_L使用済燃料プー ﾙの冷却不足
一ー 一

１
１

１
１

ｌ
ｆ
１
１ ’ I注水停止 燃料露出 ギャップ放射能放出 MFCI*

東京電力の19日時点での評価を基にした事象進展｡ただし､使用済燃料プールに構造的な問題
が発生して水の漏えいがある場合には､事象はもっと早く進展する。
なお､3号炉､4号炉については､使用済燃料プール冷却浄化系(本設)を通じて海水を注入中

＞

「

｜ ｜ユ号炉|z号炉|| 壹桓－l握炉|■■霊■■Is号炉|le号炉1号炉 Z号炉 3号炉 共 5号炉 6号炉

ギャップ放射能
放出開始(日)蕊2

3514[3]*46

58－－67[56]を4－…14

172 4 6 21 27

MFCI開始(日)電 294_
２
５

７
８

４
０

３
４

４
２

４
５

MFCI停止(日）
354

－－

93[82]蒜469 1 8
一一一一一一ーー一‐

＊1:溶融燃料コンクリート相互作用

*2放射能放出開始は､プール水位が燃料頂部に達した時と仮定
*3:MFCI開始は､プール水位が燃料下端に到達した時と仮定

*4:事故後3日後には白煙(水蒸気と思われる)が発生しており､何らかの原因で水位が予想より早く低下していることが想定されるため、
早まった11日分を差し引いて評価
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放出シーケンス

’1号炉水素爆発を起因として､全ての作業ができなくなった場合
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白 ばく線量評価結果
一『

ロ
一
一

一
一

↑
一

一
一一

1I想定された事象において指標線量を超える領域の発電所からの範囲

使用済燃料プール
（4号）

水素

爆発

格納容

器破損

1
一

指標線量

1炉心分 2炉心分

‐

10mSv

(屋内退避）

Ｐ
四
壺
吟

10km 50km 70km15km

’
｡●甲

50mSv

『避難7
墨k脇 18km7k期 15-km

1 1．
＝

5km 4km 9km 10km100mSv

線量は7日間の放射性雲からの外部被ばく､地表沈着からの外部被ばく及び吸入に
よる内部被ばくによる実効線量の合計 11
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チェルノブイリ事故に際して設けられた

土壌汚染に伴う移転勧告、自主移転容認区域(君）

〕
〆
、

Cs-蝿アの地表汚染濃度が指棲当を超える領域の範囲
（*数値は壬王ルノブイリ事故の場合）

｜

’

12

Cs-鯛ｱ地表汚染濃度の指標

．

1480kBq/、2(強制移転）

SSSkBq/m2(任意移転）

1炉心分

110km

200km

Z炉心分

1ｱ0km

zsokm



■■ 認 区 域(2)
剴_二一一
移転領域(Cs-13ア汚染濃度で指定'における線量率(mSv'年'と積算線量
(mSv)の経時変化

〆
に
移転領域(Cs-13ｱ汚染濃度で指定）における線量率(mSv/年)と積算線量
(mSv)の経時変化

/移転領域に留まった場合の積算線量の意味、

10mSv/年
-ICRPPub･ 生涯1SV-ICRPの作業者の線量限度相当

あるいは、これ以上ではほとんど常に

永久移転が正当化されるレベル

82で居住上問題ないとされるレベル

一般公衆の線量限度’ ｜
I1mSvﾉ年一

ノ

初期濃度
100 500

450

（
叶
盲
吻
曾
）
冊
珊
鱸

80 言
い
三
）
澗
蛎
髄
騨

400

350

60 300

250

40 200

150

20 100

０
０

５

0 5－－－r I¥
h

10010 1001 60 800．1 0 20 40

事故からの経過年数(年）事故からの経過年数(年）

13



／

、

海洋汚染評価

、

大気中を拡散し海洋上に沈着した放射性物質が一定の水深の領域に一様に
分布したとした場合の水中濃度を推定し、そこに生息する海産物をﾕ年間
摂取した場合の体内被ばく線量を推定した。

。

輿

＝

■

℃

nEr、

芋･露と,4．

騒室！
,ハ室？－

ノ

福島第一原子力発電所から

125km圏内､水深100mで一様分布

核種

.SIJO

Cs-134

Cs-137

｜
海水中濃度

(B旬/焔）

3.Z－一

･1厘
LJ

15

年間線量

(mSv)

O.03

0.8

0．5
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。

果について

ロ水素爆発の発生に伴って追加放出が発生し､それに続いて他の号機からの

蕊濡蟠溺臺雛鶏襄菱嘉鰯蔀謬量評価結果からは現在の
ロしかし､続いて4号機プールにおける燃料破損に続くコアコンクIﾉｰﾄ相互作用

鬘薙磯塞繍講灘窒溌壹鷲甥建垂継撫熱三
日後までに､7日間の線量から判断して屋内退避区域とされることになる
50kmの範囲では､速やかに避難が行われるべきである。

･君燃騨臘獣雲騨苦溪聖諜室撫古琉鶏､た
鰄砦鬘

■

≦雛總謹蕊手篭宮驚霜議蕊合認めるべき地域が
.設譲騨簔二舗蠕渠識扁鵤猛譲萎晨鍵謹奨亨にのみ任


